
政 治・経 済

〔第一問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

ａ
明治政府は，欧米諸国の憲法の調査を踏まえ，君主主権の強いプロイセン（プロ

シア）憲法を模範として憲法を起草した。これに基づき1889年に発布されたのが大

日本帝国憲法である。大日本帝国憲法は，天皇が制定する Ａ であった。

天皇は，統治権を持ち，その地位について「神聖ニシテ侵スヘカラス」と規定され

た。軍隊の指揮命令権は，議会や内閣も関与できない天皇の大権として運用される

ことになった。これを Ｂ 権の独立という。他方で，天皇及び皇族以外の

日本国民は「 Ｃ 」とされ，その権利も「 Ｃ ノ権利」として「法律ノ範

囲内」において認められるにとどめられた。これを法律の Ｄ という。

それから約半世紀後の1945年8月に日本は，第二次世界大戦（アジア・太平洋戦

争）で敗北へと追い込まれ， Ｅ 宣言を受け入れて連合国に無条件降伏し

た。 Ｅ 宣言は，日本に対して軍国主義とその勢力の除去，領土の限定，

民主化の促進，言論・宗教・思想の自由の保障及び基本的人権の尊重などを求めて

いた。そのため大日本帝国憲法も改正が避けられない状況になった。

大日本帝国憲法の改正にあたって幣原喜重郎内閣は，1945年10月に Ｆ

委員会（松本烝治が委員長を務めたことから，松本委員会ともよばれる）を設置し

た。しかしながら，1946年1月にまとめられた憲法改正の草案（いわゆる松本案）

は，天皇の統治権を維持するなど大日本帝国憲法の部分的な修正にとどめた内容に

なっていた。そのため，これを受け取ったダグラス・ Ｇ を最高司令官と

する連合国軍総司令部（GHQ）は， Ｇ 三原則（天皇は国家の元首，戦争放

棄，封建制度の廃止）にもとづいた草案（ Ｇ （GHQ）草案）を作成し，日本側

に示した。日本政府は，この GHQ草案をもとに新たな憲法改正案を作成し，帝国

議会での審議・修正を経て，日本国憲法が成立するに至った。同憲法は，1946年

11月3日に公布され，翌1947年5月3日から施行された。

（問1） 空欄Ａ～Ｇに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

Ａ3 政治・経済
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（問2） 下線部ａの大日本帝国憲法の調査・起草で中心的な役割を果たした人物を

次のア～エより1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．伊藤博文 イ．植木枝盛

ウ．児島惟謙 エ．千葉卓三郎

Ａ3 政治・経済
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〔第二問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

経済活動は，大きくは家計，企業，政府の三つの経済主体から成り立っている。

家計は，企業に労働・資本・［ 1 ］という生産要素を提供し，対価として賃金

や利子・配当などの所得を得る。そして，得られた所得で必要な財やサービスを企

業から購入し，消費生活を営む。所得から税や社会保険料を引いた残りを

Ａ 所得といい， Ａ 所得から消費支出を引いたものが将来のための

Ｂ となる。

資本主義経済における企業の目的は，［ 2 ］の追求である。現代の企業は，設

備投資や研究開発のために多額の資金が必要となる。株式会社の場合，資金の調達

方法には，［ 2 ］から株主への配当などを支払った残りを積立てる Ｃ

のほか，社債や株式の発行がある。株式会社では，株主は会社が負債を抱えて倒産

しても，出資額を超えて負債を弁償する責任を負わない。これを株主の［ 3 ］責

任という。また，［ 4 ］と経営の分離によって，企業経営は専門の経営者にゆだ

ねられる。

政府は，道路や公園など民間では適切に供給されない財（＝［ 5 ］財）を提供す

る。また，政府は所得の再分配や景気の安定化などの役割も担う。景気の調整と物

価の安定といった複数の政策目的を実現するため，
ａ
日本銀行による金融政策と政府

による財政政策などの各種政策を組み合わせることを Ｄ という。

（問1） 空欄Ａ～Ｄに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 空欄1～5に入る最も適切な語句を下記の語群から選び，その記号を解答

欄に記入しなさい。

ア．M&A イ．サービス ウ．有 限 エ．希少性

オ．社会的 カ．商 品 キ．消 費 ク．ダイバーシティ

ケ．公 平 コ．利 潤 サ．無 限

シ．アウトソーシング ス．土 地 セ．生 産

ソ．公 共 タ．無 チ．所 有

（問3） 下線部ａに関して，現在の中心的手段は， Ｅ （オープン・マーケ

ット・オペレーション）である。空欄Ｅに入る適切な語句を考え，解答欄に

記入しなさい。

Ａ3 政治・経済
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〔第三問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

1985年，アメリカの Ａ 収支を改善するために，主要先進国が協調して

ドル高の是正をはかる［ 1 ］合意がむすばれた。その結果，円高・ドル安が進

み，日本は円高不況に陥った。［ 2 ］が低下した日本企業は，生産拠点を海外へ

移したため，国内では産業の Ｂ 化が問題となった。

政府・日銀は，円高不況と日米貿易摩擦への対策として，［ 3 ］政策や低金利

政策を実施し，日本経済は1986年末にはこの不況から脱却することができた。低

金利政策による金融緩和政策は，資金を土地や株式などへ向かわせ，地価や株価が

上昇した。その結果，1980年代末の日本は，資産価格が［ 4 ］からはなれて上

昇するバブル経済を経験した。

政府・日銀は，景気の過熱を抑制するために，1989年から金融引き締めや不動

産融資への Ｃ 規制をおこなった。これを契機に，地価や株価が下落する

と， Ｄ 効果によって消費が抑制され，バブル経済は崩壊した。さらに，

多額の不良債権をかかえた銀行が貸し出しをひかえ，企業の［ 5 ］も低迷した。

（問1） 空欄Ａ～Ｄに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 空欄1～5に入る最も適切な語句を下記の語群から選び，その記号を解答

欄に記入しなさい。

ア．内需拡大 イ．量的緩和

ウ．緊縮財政 エ．ファンダメンタルズ

オ．国際価格 カ．スミソニアン

キ．ルーブル ク．プラザ

ケ．設備投資 コ．固定資本減耗

サ．デフレ・スパイラル シ．公定価格

ス．国際競争力 セ．完全失業率

ソ．内部留保 タ．キャピタルゲイン

Ａ3 政治・経済
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（問3）1980年代後半～1990年代初頭における現象として適切でないものを1つ

選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．労働市場では有効求人倍率が高く，売り手市場であった。

イ．高級乗用車やブランド品などの消費が増加した。

ウ．税収の増加により1990～93年度(当初予算ベース)までは赤字国債が発
行されなかった。

エ．日経平均株価は1989年12月末に4万円を超えた。

Ａ3 政治・経済
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〔第四問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

1945年8月6日に広島，9日に Ａ に投下された原子爆弾により，合計

20万人を超える死者が出た。しかし，冷戦下において，米ソを両極とする東西陣

営は，核兵器の脅威によって相手国の攻撃を抑止するという核抑止論に基づき，核

軍拡競争を展開した。実際に，アメリカは1952年に，ソ連は1953年に水素爆弾の

実験に成功するとともに，両国とも1957年には大陸間弾道ミサイルの開発にも成

功している。さらに，イギリスは1952年， Ｂ は1960年，中国は1964年

に核実験に成功することを通して，核保有国となった。

しかし，核軍拡競争の激化に対しては，世界各国で核兵器の禁止や軍縮を求める

反核運動が展開された。日本では，アメリカの水爆実験により日本の漁船員が死亡

した1954年の第五福竜丸事件を受け，1955年に広島で第1回 Ｃ 世界大会

が開かれた。世界では，1955年のラッセル・アインシュタイン宣言に基づ

き，1957年に核兵器の廃絶を目指す科学者の集まりである Ｄ 会議が開か

れている。

1962年の Ｅ を通して，核戦争による人類絶滅の危険性が明らかとなっ

たため，核保有国も
ａ
軍備管理に取り組むようになった。実際に，1963年に米英ソ

が部分的核実験禁止条約（PTBT）を締結したのに続き，1968年には国連総会が核拡

散防止条約（NPT）を採択している。米ソも，戦略兵器制限交渉（SALT）を行った結

果，1972年に第一次戦略兵器制限条約（SALTⅠ），1979年に第二次戦略兵器制限条

約（SALTⅡ）に調印している。

さらに，冷戦終結前後から，
ｂ
軍縮の進展も見られるようになった。米ソは，1987

年に中距離核戦力（INF）全廃条約を締結するとともに，戦略兵器削減交渉

（START）を行った結果，1991年に第一次戦略兵器削減条約（STARTⅠ）に調印し

た。ソ連解体後には，1993年に米ロ間で第二次戦略兵器削減条約（STARTⅡ）

が，2010年には新戦略兵器削減条約（新 START）が調印されている。

近年では，米ロ間だけでなく，多国間条約による軍縮も進展している。例え

ば，2017年には，核兵器の開発，製造，保有，使用などを全面的に禁止する核兵

器禁止条約が国連総会で採択され，2021年に発効した。もっとも，
ｃ
日本政府は当

該条約を批准していない。なお，
ｄ
国際司法裁判所は，1996年に，核兵器による威

Ａ3 政治・経済
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嚇や核兵器の使用は一般的に国際法に違反するという勧告的意見を出している。

（問1） 空欄Ａ～Ｅに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 下線部ａの軍備管理に関する次のア～エの記述のうち，誤っているものを

1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．PTBTは，地下での核実験を禁止した。

イ．PTBTは，宇宙空間での核実験を禁止した。

ウ．NPTは，核保有国に対し，誠実に核軍縮交渉を行う義務を課した。

エ．NPTは，非核保有国に対し，国際原子力機関の査察を条件として，原

子力の平和利用を認めた。

（問3） 下線部ｂの軍縮に関する次のア～エの記述のうち，誤っているものを1つ

選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．STARTⅠは，大陸間弾道ミサイルや潜水艦発射弾道ミサイルなどの削

減を規定した。

イ．STARTⅡは，米ロ両国の議会の批准が整わなかったため，発効しなか

った。

ウ．INF全廃条約は，2019年にアメリカによる離脱通告を受け失効した。

エ．新 STARTは，2023年にロシアによる離脱通告を受け失効した。

（問4） 下線部ｃに関連して，日本政府は，核兵器禁止条約を批准しない理由とし

て，どのようなことを挙げているかについて，簡潔に説明しなさい。

（問5） 下線部ｄの国際司法裁判所に関する次のア～エの記述のうち，誤っている

ものを1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．国際司法裁判所は，当事国の合意に基づき訴訟を開始する。

イ．国際司法裁判所は，国連の下に置かれている。

ウ．国際司法裁判所は，国家間の紛争を審理する。

エ．国際司法裁判所は，二審制である。

Ａ3 政治・経済
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